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解決したい社会課題

基本情報
• 本社・微生物研究拠点 ：愛知県名古屋市

研究農園 ：愛知県刈谷市
宙炭量産プラント ：愛知県豊橋市

：岩手県気仙郡
：群馬県沼田市（26/3完工予定）

：福岡県田川市（26/3完工予定）

：タイ サラブリ（25/12完工予定）

東京拠点（非登記） ：東京都大手町
• 従業員数：81名(うち38名がパート, 業務委託など)
• 資本金 ：1億円
• 資金調達：総額29億円
• 主要株主：BeyondNextVentures,JICN,三菱UFJキャピタル,

  AgVentureLab（JAグループ）,東邦ガス 他

高機能バイオ炭
“宙炭（そらたん）”

宙炭
プラント関連

GHG削減
ソリューション

主な商材

主な実績

文部科学大臣賞 農林水産省 みどり認定取得
JAアクセラレータ

優秀賞受賞

シリーズBラウンド 累計29億円調達
日本初

バイオ炭カンファレンス主催

名古屋大学発グリーン・アグリスタートアップ

持続可能な次世代の食料システムの構築に貢献
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TOWINGが目指す課題解決

高機能バイオ炭によって、バイオマス、農業生産、地球環境にかかる課題を同時解決することを目指す。
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【バイオマス処理の改善】
廃棄物/未利用バイオマスを有効活用

【有機農業の促進／農業者所得の改善】
化学肥料を有機肥料に転換しても、
収量を維持向上

【GHG排出量の削減】
農地に炭素を貯留し、カーボンクレジット
を創出

バイオマスをめぐる課題 農業生産をめぐる課題 地球環境をめぐる課題

出るはずだった
CO2が出ない

もみ殻 畜ふん

茶殻 コーヒー滓

下水汚泥炭 バイオマス
発電残渣
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分解効率 約8倍

土づくり期間5年 → 1カ月に

これまで

バイオ炭

CO2

バイオマスを
生のまま投入

数か月後

バクテリア
が分解

バクテリアは
分解できない

炭にして投入 100年後

CO2

放出
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バイオ炭有機物

現在の各プロジェクトエリア

複合微生物
培養技術

ソリューションコンセプト
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テラ・プレタ級の環境土壌改良前

テラ・プレタに関する情報, 画像出典

 アマゾンの農地に数千年前に構築されたとされる肥沃な土壌 “テラ・プレタ”は、有機肥料メインの持続
 可能な栽培方式でも収穫量が低下しづらく、農地への炭素固定（バイオ炭が現代に発見された）も実現
 しており、研究者の間でも注目されている。一方で、構築には数十年～百年かかったとされている。
 TOWINGはバイオ炭に複合微生物培養技術を掛け合わせることで、様々な機能を農地に付与し、
 テラ・プレタ級の環境の立上（テラ・プレタ化）を早期に実現する “宙炭”を開発

古来の手法：数十年～数百年
TOWINGの手法：MIN 1カ月で実現

<付与機能例>
・微生物の多様性
・高い保水,保肥力
・土壌有機物含量が高い
・安定した土壌団粒構造
・窒素固定能力

高機能バイオ炭 “宙炭 (そらたん)”

https://biochar.co.uk/terra-preta/
https://biochar.co.uk/terra-preta/
https://biochar.co.uk/terra-preta/
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キープロダクト 脱炭素・有機転換を実現する特殊肥料 宙炭（そらたん）
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高機能バイオ炭

土壌微生物 有機肥料未利用バイオマスの炭

高機能バイオ炭“宙炭”

✓土壌健康状態の改善、農地の生産性向上
✓地域バイオマスを活用し化石資源を代替
✓食料生産システム由来のGHG排出を低減

土壌に還元
テラプレタ化

ローカルエリアですべて循環

20 μm
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宙炭を実現する土壌微生物群の培養技術
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アンモニア態
窒素

硝酸態
窒素

養分１ 養分２

有機肥料 作物

アンモニア
化成菌群

硝化菌群

吸収変換変換

高機能バイオ炭

日本酒の発酵技法を応用し、約1,000種類の菌種をバイオ炭の中に共培養※

※ 名古屋大学・農研機構の共同開発技術をシーズとして、弊社独自のバイオ炭処理・微生物培養技術を融合して実現
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資材の取り扱いについて
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製品の構成

宙炭用バルク
（微生物ナシ）

宙炭
（微生物付きバイオ炭）

体積：40L
重量：10kg 

主原料：もみ殻炭、他

体積：40L or 1000Lフレコン
重量：10kg程度
主原料：もみ殻炭

• 製品 ＝ 宙炭（微生物付きバイオ炭） ＋ 宙炭用バルク（微生物ナシバイオ炭） となります
• 施肥設計の考え方として、施肥基準を満たすように、10aあたり5kg相当の有機態窒素は元肥として最低限ご利用い

ただき、不足分は化学肥料、有機肥料双方で補う使い方として頂きます

散布後・耕起前の様子
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土づくり期間の
大幅短縮

有機肥料転換で
収量向上

耐病性向上による
農薬削減

バイオマスの
アップサイクル

CO2の貯留１ ２ ３ ４ ５

通常5年の土づくり
堆肥利用で時間をかけた
菌叢構築が必要

わずか1か月に短縮
宙炭内に良質な菌叢を構築

化学肥料から有機肥料への
転換で平均33%収量減

化学肥料の一部・全部を有
機肥料に置き換え、
20~70%の収量向上実現

作物を連続して作ることに
よる土壌障害を避けるため、
農薬を利用

宙炭の微生物機能により、
土壌病害の繁殖を抑制（※

農薬機能ではない）

各地の活用されていない
バイオマスは焼却/埋立

原料として活用、地域の
農地に還元し地域特化での
炭素循環を実現

従来農業ではGHGを排出、
貯留する手段がほぼない

農地への炭素貯留を実現、
1haあたり10t-CO2の効果

宙炭の製造～農地利用により、有機転換に対する農家の経済的デメリットを解消し、
みどりの食料システム法やバイオマス利活用推進基本法の目標達成に寄与することが可能

農家目線 バイオマス排出事業者目線

8

導入メリット

１ ２ ３ ４ ５
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カーボンニュートラルへの貢献

• 宙炭を農地へ投入することで温室効果ガスの削減を実現できる

• 「バイオ炭による温室効果ガスの除去」は、カーボンクレジット制度でも認められる信頼性の高い方式

• これまでに149t-CO2のJクレジットを発行・販売
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大規模な有機JAS農地の創出について
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新規農地の取得時における、宙炭を活用した有機JAS圃場の立ち上げへの活用事例（ふしちゃんファーム）。
1haの圃場整備に対し、宙炭を活用（完全有機栽培）。生産者の経験では農場立ち上げから数作は収穫できない
と覚悟を決めていたが、宙炭導入後初回作付けから収穫できるようになり、即時収益化につながった。

宙炭散布 初回収穫整備中の圃場
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宙炭プラント
（自社プラント・他社委託双方）

アップサイクルソリューション 土づくりソリューション 脱炭素ソリューション

導入
コンサル

バイオマス
廃棄拠点

未利用
バイオマス

宙炭

買取

クレジット

販売販売￥支援 ￥ ￥ ￥￥

農家

クレジットの
売却益の一部を
農家に還元

・宙炭の販売
・営農指導（施肥設計, 作型提案）

・宙炭プラントの提案・運用サポート
・プラント仕様設計、ベンダ調整

・カーボンクレジット創出・販売※
・作物販路提供（インセット含む）

 宙炭を起点として持続可能な農業を地域ごとに構築し、継続的に運用できるようにサポート

事業モデル

クレジット顧客
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導入・活動実績

小松菜の栽培実証例宙炭の全国導入

カーボンクレジットの創出・販売実績

収量増加効果

企業連携

飲料製造残渣（茶殻等）
を原料とした宙炭製造、
再生農業栽培率向上と
農業由来GHG排出削減の
両立

家畜糞炭による宙炭製造
及び、堆肥副資材として
の活用による耕畜連携の
GHG排出削減

ブラジルにて持続可能な
コーヒー生産体系の更な
る促進およびサプライ
チェーン全体のGHG排出
削減

大手食品系企業と連携し、大規模実証
プロジェクトを推進（プレス済みのみ記載）

全国の約30品目での導入実績
収量が1.2～1.7倍増収(慣行農法比)

• 果菜類
• ピーマン、トマト、ナス 他

• 葉菜類
• 小松菜、ほうれん草
• キャベツ、白菜、レタス 他

• 根菜類
• ダイコン、ジャガイモ 他

• 穀類・その他
• コメ、大豆、ソルガム 他

© GeoNames, Microsoft, Zenrin
提供元: Bing

系列1

43都道府県

80JA/800産地

MUFGとクレジットの
オフテイク契約締結

6作目：慣行区根こぶ病発生のため、宙炭区は影響受けないものの全廃棄
7作目：慣行区は土壌消毒のため休耕、宙炭区は消毒なしで栽培

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

宙炭区

慣行区

累積収量[kg]

1作目 2作目 3作目 4作目 5作目 6作目 7作目

2022年より炭素貯留の
プロジェクト実施
総発行量149t-CO2

増収効果：約40万円

宙炭導入費用を十分上回る

https://www.suntory.co.jp/new

s/article/14813.html

https://www.jacom.or.jp/shiz

ai/news/2025/05/250527-

81920.php

https://www.kanematsu.co.jp/pr

ess/release/20250522_releaseホクレンのバイオ炭クレジット発行

https://www.suntory.co.jp/news/article/14813.html
https://www.suntory.co.jp/news/article/14813.html
https://www.jacom.or.jp/shizai/news/2025/05/250527-81920.php
https://www.jacom.or.jp/shizai/news/2025/05/250527-81920.php
https://www.jacom.or.jp/shizai/news/2025/05/250527-81920.php
https://www.jacom.or.jp/shizai/news/2025/05/250527-81920.php
https://www.kanematsu.co.jp/press/release/20250522_release
https://www.kanematsu.co.jp/press/release/20250522_release
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カーボンクレジットの活用の方向性
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カーボンインセッティングを目指すコンソ設立

農林中金様とともに、作物・クレジットを一体的に
取り扱うことを目指すコンソーシアムを設立

国内動向

食品産業にもGHG排出量の可視化・低減に向けた
流れができ始めている
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温室効果ガス削減に貢献した作物の販売事例
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事例１：TOWING生産の作物販売（小売） 事例２：LEOC社を通じた社員食堂向けの販売（給食）

愛知県内の高級小売 サポーレ様にて販売
社員食堂運営事業者様と連携し、
GHG削減に貢献した野菜のメニュー・企画立案、実行

• ストーリー訴求とともに価格転嫁が可能な事業者様と連携しマーケット創出を実施中
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簡易カーボンインセット作物の流通構想
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バイオ
マス

宙炭
製造

宙炭
農地施用

作物流通 小売

Jクレジット発行

Jクレジット認証

Jクレジット販売

Jクレジット JクレジットGHG削減履歴GHG削減履歴

認証依頼

宙炭 作物

作物
加工製品

カーボンインセット
作物

• 宙炭製造,農地施用,クレジット発行,作物流通を垂直統合し、サプライチェーンのGHG削減を目指す
• 農地/作物を特定するためカーボンインセットを実現

※ただし、現時点においてはJクレジットはSCOPE3削減には利用不可
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取り組みのご紹介

弊社は、食品・飲料メーカーやJAグループ等と協業し、多数のプロジェクトを推進しています

バイオマスの
宙炭化

環境再生農業転換 環境再生農業転換
サプライチェーン

の脱炭素化

バイオマスの
宙炭化

環境再生農業転換

サプライチェーン
の脱炭素化
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海外各地での普及に向けた活動
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United States

Brazil

Thailand

Indonesia

Vietnam

Australia

Mexico

● 宙炭の試作プラント設置、今期中にプラント大型化を検討中
● トマト、レタスでの実証導入
● 兼松社の大豆での実証導入実施

United States

● 農水省「ブラジル劣化牧野回復モデル実証」にて実証試験中
● 森永社のコーヒー調達産地への宙炭導入実証中

Brazil

● カセサート大学とMoU締結
● 経産省 グローバルサウス補助金採択
● SCG CementとMoU締結、共同PJにて宙炭の量産プラントを立ち上げ

Thailand

● バイオ炭プラントディベロッパーのBiocare社と業務提携、
グローバルでのバイオ炭プラントへの投資案件で連携開始

Other APAC

Japan

バイオ炭の製造におけるグローバルプレーヤや、持続可能な作物サプライチェーン構築を目指すCPG企業とともに、
国境をまたいだPJを様々実施中
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バイオ炭由来のJクレジット創出・活用拡大に向けたコメント
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Jクレジットの創出実績 Jクレジットの販売実績 食農分野での連携実績

以下の3テーマについて、現場の課題認識と解決方向性をご提案させていただきます

• J-クレジットの販売及び活用

• J-クレジットの創出

• JCMクレジットの創出

■ 2023年にPJT登録（AG004）

■ 累計創出量 149t-CO2

■ 最多の創出回数（3回）

■ クレジットの高付加価値販売

■ MUFG様への長期売買契約

■ 農林中央金庫様とカーボンイン

 セッティングコンソーシアムを設立

■ 食品・飲料企業と脱炭素バリュー

 チェーンの実現に向けた実証推進

弊社はこれまで、バイオ炭活用のリーディングカンパニーとして、J-クレジットの創出及び販売を推進してきました。
実際のビジネス経験をもとに、バイオ炭由来のJクレジットの創出・活用拡大に向けた提言をさせていただきます
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カーボンインセットに関する食品・飲料企業のニーズ
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食品/飲料企業より、自社が原料を調達する産地にバイオ炭を散布することでScope3のカテゴリ１を低減したいと
いう『カーボンインセット』へのニーズが多く寄せられている

カーボンインセット

調達産地

食品/飲料
企業 顧客

環境価値

自社バリューチェーンの内部での削減・吸収

カーボンオフセット

調達産地 食品/飲料
企業

顧客

バリューチェーン

環境価値

脱炭素PJT

自社バリューチェーンの外部での削減・吸収

脱炭素PJT

=

バリューチェーン

原料 商品

原料

商品

農業由来のJ-クレジットを活用し、カーボンインセットへのニーズに対応することで、食農業界におけるGXを
後押しすることが可能
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課題及びご提案（1/2）
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テーマ 弊社の課題認識 解決の方向性（ご提案）

J-クレジットの

販売及び活用
クレジットの種別・品質への理解
国内ではまだカーボンクレジットの品質に関する
理解度が低く、単価が高い傾向にある吸収除去系
のクレジット（バイオ炭や森林系）の需要が限定
的である

排出量取引制度におけるJ-クレジット調達
制度開始によりJ-クレジットの需要が拡大する一方
で、コンプライアンス目的で品質より価格が優先
され、安価なクレジットに注文が集中する可能性

削減系と吸収除去系の違いやカーボンクレジット
の品質に関する周知を実施し、両者を組み合わせ
た調達を推奨するなど、吸収除去系クレジットの
購入を後押しする施策を検討いただけないか

調達するクレジットの価格と品質のバランスを担
保するため、例えば東証のカーボンクレジット市
場の分類ごとに調達比率を指定するなど、特定分
類への偏りを防ぐ制度を導入していただけないか

バイオ炭由来のJ-クレジットの需要及び供給を喚起するにあたり、以下の現場課題が存在すると考えます。
これらの課題について、解決の方向性をディスカッションさせていただきたく存じます。

J-クレジットのプロジェクトに対して追加要件を定
めることにより、インセットに活用できる制度を
ご検討いただけないか
※ボランタリークレジットのマーケットでは、
VerraのScope3 Standard Programや
SustainCERTが既にインセット用の認証制度の検
討を進めている

カーボンインセットへの対応
現在SBTやGHGプロトコルのLand Sector and 
Removals Guidance等ではカーボンクレジットに
よるScope3削減は認められておらず、J-クレジッ
トによる厳密なインセットも認められていない
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テーマ 弊社の課題認識 解決の方向性（ご提案）

J-クレジットの
創出

炭素含有量のデフォルト値
デフォルト値の使用が定められており、実炭素量
がデフォルト値を上回るケースでは、貯留量が過
小評価される

10年間の永続性担保期間
高齢の農家や借地利用者から保証ができないためJ-
クレジットプログラムに参加できないと断られる
ケースが多く存在

現行規定に加え、炭素含有率の実測結果が存在す
る場合には実測値の使用も認めていただけないか

永続性担保について、森林クレジットのバッファ
プールに類似した補填制度を導入することにより、
取り組みハードルを下げる制度設計ができないか

バイオ炭由来のJ-クレジットの需要及び供給を喚起するにあたり、以下の現場課題が存在すると考えます。
これらの課題について、解決の方向性をディスカッションさせていただきたく存じます。

散布先の限定
・「農地または採草放牧地」に限定されており、

山林登録の果樹園のプロジェクトでは
申請ができない

・非農地（ゴルフ場、公園、花壇、森林等）も対象外

バイオ炭原料の柔軟性
炭素含有率及び100年後の炭素残存率のデフォルト
値が存在しないバイオマス（例：食品残差）に
ついては活用することができない

農業実態のある土壌や、それ以外の用途の土壌に
ついて、幅広くJ-クレジット発行の対象と認めてい
ただけないか

国内の多様なバイオマス資源を有効活用するため
に、デフォルト値が存在しない原料についても、
炭素含有率を実測する等によって申請対象と認め
ていただけないか
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テーマ 弊社の課題認識 解決の方向性（ご提案）

JCMクレジットの
創出

方法論と既存制度とのハーモナイズ
検討中の方法論はAG004ベースであり、国内事業
者による取り組みが容易になる一方、競合する選
択肢であるボランタリークレジットとは考え方が
異なるため、双方の取得検討を同時に進めること
の負荷が高い
また、現状のScope3削減の方法論はVCS等ボラン
タリークレジットの認証機関が主導している。

クレジットのディベロッパーとして、買い手の
ニーズに合わせて柔軟にJCMクレジットとボランタ
リークレジットを作り分けられるよう、AG004だ
けではなくボランタリークレジット（例：
Puro.earthやVM0044）との類似性を取り入れて
いただけないか

併せて、インセットへの活用要件も満たせること
が望ましい

グローバル
食品/飲料企業

国内の調達産地

海外の調達産地

J-クレジット

ボランタリークレジット

JCMクレジット

• カーボンインセッティングのPJを海外に産地を持つ日本企業と実施検討中

• 炭素除去量の定量化手法として、海外のプロジェクト実施地域でも活用が可能な、ボランタリークレジットもしくは

方法論を新規検討中のJCMクレジットの方法論を検討している

国内はJクレジットを前提に検討

海外は、企業のニーズに対応して
ボランタリーとJCMの使い分けが
必要となる
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